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参考資料－2　中期目標期間中の重点的研究開発

重点的研究開発課題 研究内容、目標とする成果 成果の反映・社会への還元

・多様な耐震性能に基づく
限界状態の提示

　「大規模地震に対するダム耐震性能照査
指針（案）」、「フィルダムの耐震設計指針
（案）」等に反映されることにより、再開
発ダム、台形 CSGダム等の新形式のダ
ムを含めて、耐震性能の合理的な照査が
可能になる。

・耐震性能の検証法と耐震
設計法の開発

○プロジェクト研究：
雪氷災害の減災技術
に関する研究

・気候変化に伴う冬期気象
の変化・特徴の解明

　変動が増大する雪氷気候値や雪氷災害
のハザードマップを提示し、「道路吹雪対
策マニュアル」等に反映されることによ
り、吹雪等の雪氷災害対策の計画、設計
等を将来にわたり適切に行うことが可能
となる

・吹雪・視程障害の予測及
び危険度評価等の対策技
術の開発

　吹雪視程障害の予測及び危険度評価技
術等の対策技術を開発し、「道路吹雪対策
マニュアル」等に反映されることにより、
吹雪視程障害時の道路管理者及び道路利
用者の判断を支援するなど、吹雪災害発
生の防止、軽減に貢献する。

・冬期の降雨等に伴う雪崩
災害の危険度評価技術の
開発

　気温の上昇や冬期の降雨による湿雪雪崩
の危険度評価技術が雪崩対策に関連するマ
ニュアル等に反映されることにより、事前
の警戒避難や通行規制を的確かつ効率的に
実施する体制の整備が可能となる。

○プロジェクト研究：
防災・災害情報の効
率的活用技術に関す
る研究

・防災担当者の防災・災害
情報の収集・活用を支援
する技術の開発

　災害の事態の進展に伴って防災担当者
に必要となる情報を容易に利用できる環
境のための情報収集技術の開発を行い、
行政施策に反映されることにより、被害
の軽減に貢献する。

・災害危険度情報等の効率
的な作成技術の開発

　気象条件により変化する災害危険度情
報等を適時適切に取得する技術を開発し、
行政施策に反映されることにより、被害
の軽減に貢献する。

・衛星などによる広域災害
の範囲・被害規模把握技
術の開発

　衛星などによる被災範囲・被害規模の
検出に関する技術を開発し、行政施策に
反映されることにより、国内外における
大規模災害時に防災関係機関の迅速かつ
効率的な支援を可能にし、災害影響の最
小化に貢献する。

○重点研究 ・初生地すべりの危険度評価
・気候変化に対応した寒冷
地ダムの流水管理技術な
ど、地震・津波・噴火・
風水害・土砂災害・雪
氷災害等による被害の防
止・軽減・早期復旧に資
する技術開発

　国が実施する関連行政施策の立案や技
術基準の策定等への反映に結びつく成果
を得る。
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参考資料－2　中期目標期間中の重点的研究開発

重点的研究開発課題 研究内容、目標とする成果 成果の反映・社会への還元

イ）グリーンイノベーションによる持続可能な社会の実現

②社会インフラのグ
リーン化のためのイ
ノベーション技術に
関する研究

（社会的背景）
　地球温暖化防止や地
域環境保全に貢献する
ため、社会インフラの
グリーン化が求められ
ている。
　社会インフラの整備
においては、資源のリ
サイクルや地域資源の
活用、環境安全性の確
保のための技術開発が
必要となっている。
　また、社会インフラ
の運用においては、バ
イオマス等の有効利用
やプロセスの省エネ化
等に関する技術開発が
必要となっている。

○プロジェクト研究：
再生可能エネルギー
や廃棄物系バイオマ
ス由来肥料の利活用
技術・地域への導入
技術の研究

・公共緑地などから発生す
るバイオマスの下水道等
を活用した効率的回収・
生産・利用技術の開発

　公共施設の管理業務等に開発技術が適
用されることにより、大量に発生するバ
イオマスが資源として効率的に活用され
ることとなり、循環型社会の構築に貢献
する。

・下水処理システムにおけ
る省エネルギー・創資源・
創エネルギー型プロセス
技術の開発

　「下水道施設計画・設計指針」等に反映
されることにより、下水処理場における
省エネルギー ･創資源・創エネルギーを
実現し、低炭素社会の実現に貢献する。

・再生可能エネルギー等の
地域への導入技術の開発

　公共施設における再生可能エネルギー
や廃棄物系バイオマス由来肥料の地域へ
の導入技術を開発、行政施策に反映され
ることにより、社会インフラのグリーン
化に貢献する。

・廃棄物系改質バイオマス
の積雪寒冷地の大規模農
地への利用管理技術の提
案

　廃棄物系改質バイオマスの積雪寒冷地
の大規模農地への利用管理技術マニュア
ル等を作成し、行政施策に反映されるこ
とにより、持続的な資源循環型社会の実
現に貢献する。

○プロジェクト研究：
リサイクル資材等に
よる低炭素・低環境
負荷型の建設材料・
建設技術の開発

・低炭素型建設材料の開発
と品質評価技術の提案

　「舗装再生便覧」やその他の関連技術基
準等に反映されることにより、低炭素型
で品質の確保された社会インフラ整備及
び維持管理が可能となる。

・低炭素型建設技術の開発
と性能評価技術の提案

　「舗装再生便覧」等に反映されることに
より、低炭素型で性能の確保された社会イ
ンフラ整備及び維持管理が可能となる。

・低環境負荷型の地域資
材・建設発生土利用技術
の提案

　「地盤汚染対策マニュアル」や関連ガイ
ドライン等に反映されることにより、低
環境負荷型の社会インフラ整備及び維持
管理が可能となる。

・環境への影響評価技術の
提案

　「舗装再生便覧」や「地盤汚染対策マニュ
アル」等に反映されることにより、低炭素・
低環境負荷型技術の環境影響が適切に評
価されるとともに、これら技術を用いた
社会インフラ整備及び維持管理が効果的
に実施される。

○重点研究 ・地域エネルギーを活用し
た土木施設管理技術な
ど、バイオマス等の再生
可能なエネルギーの活用
や資源の循環利用等、低
炭素・低環境負荷型社会
の実現に資する技術開発

　国が実施する関連行政施策の立案や技
術基準の策定等への反映に結びつく成果
を得る。
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参考資料－2　中期目標期間中の重点的研究開発

重点的研究開発課題 研究内容、目標とする成果 成果の反映・社会への還元

③自然共生社会実現の
ための流域 ･ 社会基
盤管理技術に関する
研究

（社会的背景）
　地球規模での気候変
動や資源、エネルギー、
食料等の国際的な獲得
競争などグローバルな
環境変化の中、本格的
な人口減少社会を迎え
る日本において、活力
を維持し、国民が質の
高い生活環境を持続的
に保っていくためには、
これらの環境変化に対
応した社会システムや
国土管理を構築する必
要がある。このため、
自然生態系や食糧供給
にとって重要な流域や
社会基盤に着目し、地
域の環境を適切に保全
するとともに効率的に
利用しながら、人と自
然が共生していくこと
が、大きな課題となっ
ている。

○プロジェクト研究：
河川生態系の保全・
再生のための効果的
な河道設計・河道管
理技術の開発

・河道掘削等の物理環境変
化が生物の生息生育環境
に与える影響の解明

　河川環境の評価技術の手引き等を作成
し、行政施策に反映されることにより、
河川環境の人為的改変等による生物への
影響予測がより適確に行うことができる
とともに、河川生態系の保全・再生のた
めの物理環境等を指標とする河川環境の
評価に寄与する。

・河川生態系の保全・再生
のための物理環境等を指
標とする河川環境評価技
術の提案

・魚類の産卵環境など生物
生息場を考慮した河道設
計 ･河道管理技術の提案

　「多自然河岸保護工の設計技術指針」、
「河川における樹木管理の手引き」等に反
映されることにより、生物・生態系に配
慮したより効果的な河道設計及び河道管
理に寄与する。

○プロジェクト研究：
河川の土砂動態特性
の把握と河川環境へ
の影響及び保全技術
に関する研究

・石礫河川の土砂動態特性
の解明

　未解明な石礫河川の粒径集団の役割解
明等土砂動態特性を明らかにするととも
に、ダム等からの土砂供給、流域からの
土砂流出による河川環境、河川形状への
効果及び影響を評価する技術を提案する。
これに基づいて、ダム等河川横断工作物
からの土砂供給技術を開発する。これら
の成果が、「河川砂防技術基準（案）」等
の技術基準に反映されることにより、海
岸侵食、河床のアーマー化等の土砂移動
の不均一性に起因している河川・海岸の
環境劣化問題の対処に寄与する。

・土砂供給・土砂流出によ
る河川環境・河川形状へ
の影響評価技術の提案

・ダム等河川横断工作物か
らの土砂供給技術の開発

・積雪寒冷地の大規模農地
での土砂制御技術の提案

　農地からの流出土砂量の推測マニュアル
の作成と制御技術の提案を行い、行政施策
に反映されることにより、土砂堆積による
排水路・小河川の機能保全に寄与する。

○プロジェクト研究：
流域スケールで見た
物質の動態把握と水
質管理技術

・各土地利用における物質
動態を統合した流域ス
ケールでの水・物質循環
モデルの構築

　「今後の河川水質管理の指標について
（案）」、「下水道に係る水系水質リスクへ
の対応方策（案）」等に反映されることに
より、公共用水域、特に閉鎖性水域の水
質の改善に寄与し、良質で安全な水供給
が可能となる。

・流域からの汚濁負荷が閉
鎖性水域の水質に及ぼす
影響の解明と対策手法の
提案

・流域スケールで見た水質
リスクの実態解明と対策
技術の提案

○プロジェクト研究：
地域環境に対応した
生態系の保全技術に
関する研究

・流域からの濁質流出が河
口域環境へ与える影響の
把握と管理技術の提案

　流域スケールでみた物質移動形態を把
握、解明することで、流出した濁質等の
河口・沿岸域への影響を明確にし、積雪
寒冷地における河川管理施設の設計指針
等に反映されることにより、山地から沿
岸域までを一連の系とした浮遊土砂管理
が可能となる。

・積雪寒冷地における河口
域海岸の保全技術の提案

　河口域海岸の地形変化に及ぼす多様な
要因の影響を明らかにし、その保全技術
に関するマニュアル等を作成し、行政施
策に反映されることにより、長期的視点
からみた干潟等の沿岸域の保全管理が可
能となる。
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参考資料－2　中期目標期間中の重点的研究開発

重点的研究開発課題 研究内容、目標とする成果 成果の反映・社会への還元

・生物の行動学的視点を加
えた氾濫原における生物
生息環境の適正な管理技
術の提案

　生態系保全を人とのつながりの中から
検証し、健全な保全技術が河川構造物設
計指針等に反映されることにより、現場
における河川改修や河川維持管理の効率
的で効果的な実施が可能となる。

・積雪寒冷沿岸域における
生物の生息環境の適正な
管理技術の提案

　河川流出による水産資源への影響を把
握し、沿岸環境の保全・管理技術に関す
るマニュアルを作成し、行政施策に反映
されることにより、より安定した水産資
源の供給が可能となる。

○プロジェクト研究：
環境変化に適合する
食料生産基盤への機
能強化と持続性のあ
るシステムの構築

・積雪寒冷地の資源を利用
し、地域の特徴を活かし
た灌漑・排水技術の提案

　用水資源量変化や寒暖変動に適応した
水管理技術、地域の条件下で労働生産性
や土地生産性を改善する大区画圃場地帯
の灌漑・排水技術を確立し、農業用水管
理マニュアル、配水管理技術マニュアル、
土壌養分制御マニュアル、明渠排水路の
機能診断マニュアルを作成して行政施策
に反映されることにより、安定的な営農
維持に貢献する。

・北方海域の生物生産性向
上技術の提案

　海域の自然生産システムにおける物理
環境を湧昇発生等により、その生産ポテ
ンシャルの改善、さらに沖合海域の生息
環境の維持を図る技術を提案し、北方海
域の沖合漁場整備マニュアルに反映され
ることで、食料供給施策に資する。

○重点研究 ・河川の生態系を回復するた
めの調査技術、改善技術
・積雪寒冷地における河川
の土丹層浸食の対策技術
など、自然環境の保全・
再生や健全な水循環の維
持、食の供給力強化のた
めの北海道の生産基盤づ
くり等、人と自然が共生
する持続可能な社会の実
現に資する技術開発

　国が実施する関連行政施策の立案や技
術基準の策定等への反映に結びつく成果
を得る。

ウ）社会資本の戦略的な維持管理・長寿命化

④社会資本ストックの
戦略的な維持管理に
関する研究

○プロジェクト研究：
社会資本ストックを
より永く使うための
維持 ･管理技術の開
発と体系化に関する
研究

・管理水準に応じた構造物
の調査・点検技術の確立

　「道路土工指針」や「道路トンネル定期
点検要領（案）」、「道路トンネル維持管理
便覧」へ反映されるとともに、劣化損傷の
進んだ道路橋に対する調査・診断マニュア
ルを作成することにより、構造物の損傷・
変状の早期発見や、構造物の保持する健全
度・安全性を適切に診断・評価するための
データ取得が可能となる。
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参考資料－2　中期目標期間中の重点的研究開発

重点的研究開発課題 研究内容、目標とする成果 成果の反映・社会への還元

（社会的背景）
　社会資本のストック
が、今後、一斉に更新
時期を迎えるが、国・
地方の財政の逼迫やそ
れに伴う管理体制の制
約等から、従来型の維
持管理手法では更新す
ら容易でないと懸念さ
れている。なかでも、
構造物・設備等の重大
損傷は人命の安全に直
接的に関わることから、
安全の確保のため、持
続可能で戦略的な維持
管理の推進が求められ
ている。
　また、厳しい気象条
件や特殊土地盤など、
更なる制約が加わる積
雪寒冷地域での社会資
本ストックの機能維持・
更新技術についても、
一層の研究開発が求め
られている。

・構造物の健全度・安全性
に関する診断・評価技術
の確立

　「道路土工指針」や「ダム検査規程」、「道
路トンネル定期点検要領（案）」、「道路ト
ンネル維持管理便覧」へ反映されるととも
に、劣化損傷の進んだ道路橋に対する調査・
診断マニュアルを作成し行政施策に反映さ
れることにより、構造物の損傷・変状に対
し、求める管理レベルに応じてその安全性
をより正確に、あるいは簡易に診断・評価
することが可能となる。

・構造物の多様な管理水準
･ 構造条件 ･ 損傷状態に
応じた効率的な補修 ･補
強技術の確立

　「道路土工指針」やコンクリート構造物
の「補修対策工法施工マニュアル」、「舗装
設計施工便覧」道路橋に関する基準類（補
修や排水設計関連の便覧）に反映されるこ
とにより、多様な現場条件、構造条件、損
傷状態等に応じた適切な工法が選択でき、
効率的な補修・補強が可能となる。

・構造物や機械設備における
管理水準を考慮した社会的
リスク評価技術と、これを
活用したマネジメント手法
のための技術開発

　「土木機械設備の維持更新検討マニュア
ル」や「ダム安全管理マニュアル（案）」、
道路橋の「社会的リスク評価マニュア
ル」に反映されることにより、損傷度の
大きさだけでなく、施設の重要度、管理
レベル等に応じた補修・補強プログラム
の策定が可能となり、効率的な維持管理
を計画的に行うことができる。

○プロジェクト研究：
寒冷な自然環境下に
おける構造物の機能
維持のための技術開
発

・寒冷な気象や凍害、流氷
の作用に起因する構造物
の劣化に対する評価技術
の開発と機能維持向上の
ための補修・補強・予防
保全技術の開発

　「道路橋床版防水便覧」、「舗装設計便覧」、
「凍害・塩害の複合劣化対策マニュアル」
等に反映されるとともに、沿岸構造物に係
る維持管理技術マニュアル等を作成し行政
施策に反映されることにより、構造物の安
全性の向上と効率的な維持管理が行われ、
その機能維持に貢献する。

・泥炭性軟弱地盤の長期沈
下予測法を活用した土構
造物の合理的な維持管理
技術の開発

　「道路土工－軟弱地盤対策工指針」、「泥
炭性軟弱地盤対策工マニュアル」等に反
映されることにより、寒冷地における土
構造物の安全性の向上及び維持管理コス
トの低減が図られ、社会資本ストックの
機能維持に貢献する。

・積雪寒冷地における農業
水利施設と自然環境調和
機能を有する沿岸施設の
維持管理技術の開発

　開水路の凍害診断マニュアル及び農業
水利施設の維持管理マニュアルを作成し、
行政施策に反映されることや、「自然環境
調和型沿岸構造物設計マニュアル」等に
反映されることにより、積雪寒冷地にお
ける農業水利施設と自然環境調和機能を
有する沿岸施設の維持管理に貢献する。

○重点研究 ・構造物の非破壊検査技術
の高度化と適用技術
・積雪寒冷地における道路
舗装の予防保全的補修技
術など、社会インフラの
老朽化、厳しい財政状況
等を踏まえ、社会インフ
ラの効率的な維持管理に
資する技術開発

　国が実施する関連行政施策の立案や技
術基準の策定等への反映に結びつく成果
を得る
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参考資料－2　中期目標期間中の重点的研究開発

重点的研究開発課題 研究内容、目標とする成果 成果の反映・社会への還元

⑤社会資本の機能の増
進、長寿命化に関す
る研究

（社会的背景）
　人口減少、急激な少
子高齢化や厳しい財政
事情等により、新たな
社会資本整備に対する
投資余力が減少するな
か、国民生活の安定や
地域経済の活性化のた
めには、品質を確保し
つつ、より効率的・効
果的な社会資本の整備
や交通基盤の維持・向
上が求められている。

○プロジェクト研究：
社会資本の機能を増
進し、耐久性を向上
させる技術の開発

・新形式道路構造 ･土工構
造物等の社会資本の性能
評価・性能向上技術の提
案

　「道路土工指針」等へ反映されるととも
に新形式道路構造の性能評価に関するガ
イドライン等を作成し、行政施策に反映
されることにより、設計の自由度の向上
及び新技術の開発・活用が促進され、効
率的な社会資本の整備に貢献できる。

・コンクリート構造物、橋
梁及び土工構造物の耐久
性向上技術の開発

　「道路橋示方書」等へ反映されるととも
に性能規定に対応した施工マニュアル等
を作成し、行政施策に反映されることに
より、コンクリート構造物、橋梁及び土
工構造物の長寿命化が図られる。

○プロジェクト研究：
寒冷地域における冬
期道路のパフォーマ
ンス向上技術に関す
る研究

・冬期道路管理の効率性、
的確性向上技術の開発

　効率的で的確な冬期道路管理を支援す
る技術を開発し、「冬期路面管理マニュア
ル」等に成果が反映されることにより、
積雪寒冷地における冬期道路管理の適切
で効果的・効率的な事業実施に寄与する。

・冬期交通事故に有効な対
策技術の開発

　冬期道路において発生しやすい正面衝
突や路外逸脱等の重大事故対策として、
車両への衝撃が少なく、設置・維持補修
が容易なたわみ性防護柵等の技術開発を
行い、防護柵の設置基準に関連する技術
指針等に反映されることにより、重大事
故削減に寄与する。

・冬期歩道の安全性・信頼
性向上技術の開発

　冬期歩道の雪氷路面の路面処理技術及
び歩道構造を改良・開発し、「冬期路面管
理マニュアル」等の技術指針等に成果が
反映されることにより、歩行者の転倒事
故を防止し、冬期の安全で快適な歩行に
寄与する。

○重点研究 ・部分係数設計法等の新た
な設計技術や構造の適用
技術
・ICT 施工の導入に伴う施
工の効率化、品質管理技
術
・冬期道路の機能の評価技
術など、材料技術等の進
展を踏まえ、社会資本の
本来の機能を増進すると
ともに、社会的最適化、
長寿命化の推進に資する
技術開発

　国が実施する関連行政施策の立案や技
術基準の策定等への反映に結びつく成果
を得る。
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参考資料－2　中期目標期間中の重点的研究開発

重点的研究開発課題 研究内容、目標とする成果 成果の反映・社会への還元

エ）土木技術による国際貢献

⑥我が国の優れた土木
技術によるアジア等
の支援に関する研究

（社会的背景）
　我が国は、山間狭隘、
急峻な地形や台風等の
自然災害の発生など、
日本特有の自然条件や
地理的条件で蓄積した
高度な土木技術を有す
る。これらの技術を世
界各地の地域状況に即
した防災技術や土木材
料・建設技術等として
反映させることで、ア
ジアそして世界への技
術普及など、途上国支
援・国際貢献すること
が求められている。

○プロジェクト研究：
気候変化等により激
甚化する水災害を防
止、軽減するための
技術開発
　（再掲）

・不確実性を考慮した地球
温暖化が洪水・渇水に与
える影響の予測技術の開
発
　（再掲）

　「洪水に関する気候変化の適応策検討ガ
イドライン」等に反映され、成果の国際
的な普及を行うことにより、国外の水災
害分野での気候変化の適応策の策定、短
時間急激増水に伴う洪水被害の軽減に貢
献する。・短時間急激増水に対応で

きる洪水予測技術の開発
　（再掲）

・途上国における水災害リ
スク軽減支援技術の開発
　（再掲）

　途上国向け水災害事前復興計画に関す
る技術資料を作成し、成果の国際的な普
及を行うことにより、国外の大規模水害
に伴う洪水被害の軽減、早期復旧に貢献
する。

○プロジェクト研究：
大規模土砂災害等に
対する減災、早期復
旧技術の開発
　（再掲）

・大規模土砂災害等の危険
箇所を抽出する技術の構
築
　（再掲）

　深層崩壊発生危険個所・発生規模予測
技術の開発等を行い、成果の国際的な普
及を行うことにより、国外においてより
的確な警戒避難体制の構築等が図られる
ことで、災害による人的被害の回避等が
可能となるなど、大規模土砂災害が課題
となっているアジア諸国の防災対策の推
進に貢献する。

・大規模土砂災害等に対す
る対策技術の構築
　（再掲）

　異常土砂災害対策に対する危機管理ガ
イドライン・ハード対策ガイドライン、
大規模岩盤斜面の評価・管理マニュアル
等を整備し、成果の国際的な普及を行う
ことにより、より的確な危機管理計画・
対策計画の立案を通じて、国外の安全な
地域社会の実現に貢献する。

○プロジェクト研究：
防災・災害情報の効
率的活用技術に関す
る研究
　（再掲）

・災害危険度情報等の効率
的な作成技術の開発
　（再掲）

　気象条件により変化する災害危険度情
報等を適時適切に取得する技術や途上国
に適用可能な統合的な洪水・水資源管理
を支援する基盤システムを開発し、成果
の国際的な普及を行うことにより、国外
における被害の軽減に貢献する。

・衛星などによる広域災害
の範囲・被害規模把握技
術の開発
　（再掲）

　衛星などによる被災範囲・被害規模の
検出に関する技術を開発し、成果の国際
的な普及を行うことにより、国外におけ
る大規模災害時に防災関係機関の迅速か
つ効率的な支援を可能にし、災害影響の
最小化に貢献する。

○プロジェクト研究：
地域環境に対応した
生態系の保全技術に
関する研究
　（再掲）

・流域からの濁質流出が河
口域環境へ与える影響の
把握と管理技術の提案
　（再掲）

　流域スケールでみた物質移動形態を把
握、解明することで、流出した濁質等の
河口・沿岸域への影響を明確にし、積雪
寒冷地における河川管理設計指針等に反
映され、成果の国際的な普及を行うこと
により、国外において山地から沿岸域ま
でを一連の系とした浮遊土砂管理が可能
となる。
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参考資料－2　中期目標期間中の重点的研究開発

重点的研究開発課題 研究内容、目標とする成果 成果の反映・社会への還元

○プロジェクト研究：
社会資本ストックを
より永く使うための
維持 ･管理技術の開
発と体系化に関する
研究
　（再掲）

・構造物の多様な管理水準
･ 構造条件 ･ 損傷状態に
応じた効率的な補修 ･補
強技術の確立
　（再掲）

　構造物の効率的な補修・補強技術に関
する国際規格の検討を通じて、我が国の
技術・材料が国際的に認められ、活用さ
れることにより、海外の多くの国におけ
る社会資本の長寿命化、機能保全に資す
る。

○重点研究 ・途上国を対象とした都市
排水対策技術の適用手法
の開発
・全球衛星観測雨量データ
の海外における土砂災害
への活用技術など、アジ
アそして世界への技術普
及など、国際展開・途上
国支援・国際貢献に資す
る技術開発

　国が実施する関連行政施策の立案や技
術基準の策定等への反映に結びつくとと
もに、国際的な普及を行うことにより国
際貢献が可能な成果を得る。
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参考資料－2　中期目標期間中の重点的研究開発

別表－1－2　�中期目標期間中の重点的研究開発（積雪寒冷に適応した社会資本や食料基盤の整備に関
連するプロジェクト研究、重点研究）

重点的研究開発課題 研究内容、目標とする成果 成果の反映・社会への還元

①激甚化 ･多様化する
自然災害の防止、軽
減、早期復旧に関す
る研究（再掲）

○プロジェクト研究：
大規模土砂災害等に
対する減災、早期復
旧技術の開発
　（再掲）

・大規模土砂災害等に対す
る対策技術の構築
　（再掲）

　異常土砂災害対策に対する危機管理ガイ
ドライン・ハード対策ガイドライン、大規
模岩盤斜面の評価・管理マニュアル等を整
備し、行政施策に反映されることにより、
より的確な危機管理計画・対策計画の立案
を通じて、安全な地域社会の実現を図る。
（再掲）

○プロジェクト研究：
雪氷災害の減災技術
に関する研究
　（再掲）

・気候変化に伴う冬期気象
の変化・特徴の解明
　（再掲）

　変動が増大する雪氷気候値や雪氷災害の
ハザードマップを提示し、「道路吹雪対策マ
ニュアル」等に反映されることにより、吹
雪等の雪氷災害対策の計画、設計等を将来
にわたり適切に行うことが可能となる。
（再掲）

・吹雪・視程障害の予測及
び危険度評価等の対策技
術の開発
　（再掲）

　吹雪視程障害の予測及び危険度評価技術
等の対策技術を開発し、「道路吹雪対策マ
ニュアル」等に反映されることにより、吹
雪視程障害時の道路管理者及び道路利用者
の判断を支援するなど、吹雪災害発生の防
止、軽減に貢献する。
（再掲）

・冬期の降雨等に伴う雪崩
災害の危険度評価技術の
開発
　（再掲）

　気温の上昇や冬期の降雨による湿雪雪崩
の危険度評価技術が雪崩対策に関連するマ
ニュアル等に反映されることにより、事前
の警戒避難や通行規制を的確かつ効率的に
実施する体制の整備が可能となる。
（再掲）

○重点研究
　（再掲）

・初生地すべりの危険度評
価
・気候変化に対応した寒冷地
ダムの流水管理技術など、
地震・津波・噴火・風水害・
土砂災害・雪氷災害等によ
る被害の防止・軽減・早期
復旧に資する技術開発
　（再掲）

　国が実施する関連行政施策の立案や技術
基準の策定等への反映に結びつく成果を得
る。
（再掲）

②社会インフラのグ
リーン化のためのイ
ノベーション技術に
関する研究
　（再掲）

○プロジェクト研究：
再生可能エネルギー
や廃棄物系バイオマ
ス由来肥料の利活用
技術・地域への導入
技術の研究
　（再掲）

・廃棄物系改質バイオマスの
積雪寒冷地の大規模農地
への利用管理技術の提案
　（再掲）

　廃棄物系改質バイオマスの積雪寒冷地の
大規模農地への利用管理技術マニュアル等
を作成し、行政施策に反映されることによ
り、持続的な資源循環型社会の実現に貢献
する。
（再掲）

○重点研究
　（再掲）

・地域エネルギーを活用し
た土木施設管理技術な
ど、バイオマス等の再生
可能なエネルギーの活用
や資源の循環利用等、低
炭素・低環境負荷型社会
の実現に資する技術開発

（再掲）

　国が実施する関連行政施策の立案や技術
基準の策定等への反映に結びつく成果を得
る。
（再掲）
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参考資料－2　中期目標期間中の重点的研究開発

重点的研究開発課題 研究内容、目標とする成果 成果の反映・社会への還元

③自然共生社会実現の
ための流域 ･社会基
盤管理技術に関する
研究

（再掲）

○プロジェクト研究：
河川の土砂動態特性
の把握と河川環境へ
の影響及び保全技術
に関する研究
　（再掲）

・積雪寒冷地の大規模農地
での土砂制御技術の提案
　（再掲）

　農地からの流出土砂量の推測マニュアル
の作成と制御技術の提案を行い、行政施策
に反映されることにより、土砂堆積による
排水路・小河川の機能保全に寄与する。
（再掲）

○プロジェクト研究：
地域環境に対応した
生態系の保全技術に
関する研究
　（再掲）

・流域からの濁質流出が河
口域環境へ与える影響の
把握と管理技術の提案
　（再掲）

　流域スケールでみた物質移動形態を把握、
解明することで、流出した濁質等の河口・
沿岸域への影響を明確にし、積雪寒冷地に
おける河川管理施設の設計指針等に反映さ
れることにより、山地から沿岸域までを一
連の系とした浮遊土砂管理が可能となる。
（再掲）

・積雪寒冷地における河口
域海岸の保全技術の提案
　（再掲）

　河口域海岸の地形変化に及ぼす多様な要
因の影響を明らかにし、その保全技術に関
するマニュアル等を作成し、行政施策に反
映されることにより、長期的視点からみた
干潟等の沿岸域の保全管理が可能となる。
（再掲）

・生物の行動学的視点を加
えた氾濫原における生物
生息環境の適正な管理技
術の提案
　（再掲）

　生態系保全を人とのつながりの中から検
証し、健全な保全技術が河川構造物設計指
針等に反映されることにより、現場におけ
る河川改修や河川維持管理の効率的で効果
的な実施が可能となる。
（再掲）

・積雪寒冷沿岸域における
生物の生息環境の適正な
管理技術の提案
　（再掲）

　河川流出による水産資源への影響を把握
し、沿岸環境の保全・管理技術に関するマ
ニュアルを作成し、行政施策に反映される
ことにより、より安定した水産資源の供給
が可能となる。
（再掲）

○プロジェクト研究：
環境変化に適合する
食料生産基盤への機
能強化と持続性のあ
るシステムの構築
　（再掲）

・積雪寒冷地の資源を利用
し、地域の特徴を活かし
た灌漑・排水技術の提案
　（再掲）

　用水資源量変化や寒暖変動に適応した水
管理技術、地域の条件下で労働生産性や土
地生産性を改善する大区画圃場地帯の灌漑・
排水技術を確立し、農業用水管理マニュア
ル、配水管理技術マニュアル、土壌養分制
御マニュアル、明渠排水路の機能診断マニュ
アルを作成して行政施策に反映されること
により、安定的な営農維持に貢献する。
（再掲）

・北方海域の生物生産性向
上技術の提案
　（再掲）

　海域の自然生産システムにおける物理環
境を湧昇発生等により、その生産ポテンシャ
ルの改善、さらに沖合海域の生息環境の維
持を図る技術を提案し、北方海域の沖合漁
場整備マニュアルに反映されることで、食
料供給施策に資する。
（再掲）
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参考資料－2　中期目標期間中の重点的研究開発

重点的研究開発課題 研究内容、目標とする成果 成果の反映・社会への還元

○重点研究
　（再掲）

・河川の生態系を回復するた
めの調査技術、改善技術
・積雪寒冷地における河川
の土丹層浸食の対策技術
など、自然環境の保全・
再生や健全な水循環の維
持、食の供給力強化のた
めの北海道の生産基盤づ
くり等、人と自然が共生
する持続可能な社会の実
現に資する技術開発
　（再掲）

　国が実施する関連行政施策の立案や技術
基準の策定等への反映に結びつく成果を得
る。
（再掲）

④社会資本ストックの
戦略的な維持管理に
関する研究（再掲）

○プロジェクト研究：
寒冷な自然環境下に
おける構造物の機能
維持のための技術開
発
　（再掲）

・寒冷な気象や凍害、流氷
の作用に起因する構造物
の劣化に対する評価技術
の開発と機能維持向上の
ための補修・補強・予防
保全技術の開発
　（再掲）

　「道路橋床版防水便覧」、「舗装設計便覧」、
「凍害・塩害の複合劣化対策マニュアル」等
に反映されるとともに、沿岸構造物に係る維
持管理技術マニュアル等を作成し行政施策に
反映されることにより、構造物の安全性の向
上と効率的な維持管理が行われ、その機能維
持に貢献する。
　（再掲）

・泥炭性軟弱地盤の長期沈
下予測法を活用した土構
造物の合理的な維持管理
技術の開発
　（再掲）

　「道路土工－軟弱地盤対策工指針」、「泥炭
性軟弱地盤対策工マニュアル」等に反映さ
れることにより、寒冷地における土構造物
の安全性の向上及び維持管理コストの低減
が図られ、社会資本ストックの機能維持に
貢献する。
（再掲）

・積雪寒冷地における農業
水利施設と自然環境調和
機能を有する沿岸施設の
維持管理技術の開発
　（再掲）

　開水路の凍害診断マニュアル及び農業水
利施設の維持管理マニュアルを作成し、行
政施策に反映されることや、「自然環境調和
型沿岸構造物設計マニュアル」等に反映さ
れることにより、積雪寒冷地における農業
水利施設と自然環境調和機能を有する沿岸
施設の維持管理に貢献する。
（再掲）

○重点研究
　（再掲）

・構造物の非破壊検査技術
の高度化と適用技術
・積雪寒冷地における道路
舗装の予防保全的補修技
術など、社会インフラの
老朽化、厳しい財政状況
等を踏まえ、社会インフ
ラの効率的な維持管理に
資する技術開発

　国が実施する関連行政施策の立案や技術
基準の策定等への反映に結びつく成果を得
る。
（再掲）
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参考資料－2　中期目標期間中の重点的研究開発

重点的研究開発課題 研究内容、目標とする成果 成果の反映・社会への還元

⑤社会資本の機能の増
進、長寿命化に関す
る研究
　（再掲）

○プロジェクト研究：
寒冷地域における冬
期道路のパフォーマ
ンス向上技術に関す
る研究
　（再掲）

・冬期道路管理の効率性、
的確性向上技術の開発
　（再掲）

　効率的で的確な冬期道路管理を支援する
技術を開発し、「冬期路面管理マニュアル」
等に成果が反映されることにより、積雪寒
冷地における冬期道路管理の適切で効果的・
効率的な事業実施に寄与する。
（再掲）

・冬期交通事故に有効な対
策技術の開発
　（再掲）

　冬期道路において発生しやすい正面衝突
や路外逸脱等の重大事故対策として、車両
への衝撃が少なく、設置・維持補修が容易
なたわみ性防護柵等の技術開発を行い、防
護柵の設置基準に関連する技術指針等に反
映されることにより、重大事故削減に寄与
する。
（再掲）

・冬期歩道の安全性・信頼
性向上技術の開発
　（再掲）

　冬期歩道の雪氷路面の路面処理技術及び
歩道構造を改良・開発し、「冬期路面管理マ
ニュアル」等の技術指針等に成果が反映さ
れることにより、歩行者の転倒事故を防止
し、冬期の安全で快適な歩行に寄与する。
（再掲）

○重点研究
　（再掲）

・部分係数設計法等の新た
な設計技術や構造の適用
技術
・ICT 施工の導入に伴う施
工の効率化、品質管理技
術
・冬期道路の機能の評価技
術など、材料技術等の進
展を踏まえ、社会資本の
本来の機能を増進すると
ともに、社会的最適化、
長寿命化の推進に資する
技術開発
　（再掲）

　国が実施する関連行政施策の立案や技術
基準の策定等への反映に結びつく成果を得
る。
（再掲）
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参考資料－ 3　年度計画別表（25 年度に実施する研究）

・道路盛土の水位観測を実施し、降雨・融雪
等の水位変動への影響を検討する。室内要
素試験により、含水状態と耐震性の関係を
検討する。模型実験により、新設時の排水
等の対策および追加対策の効果の検討を行
う。

・液状化の発生に及ぼす堆積年代や継続時間
の影響を実験的に検討する。火山灰地盤に
おける過去の液状化事例を調査するととも
に、地質調査・室内試験により火山灰質土
の液状化特性を評価する。

・盛土内含水状態および水位変動と降雨・
融雪等の関係の整理

・含水状態と耐震性の関係の整理
・新設時の排水等の対策および追加対策の

効果の把握

・液状化の発生に及ぼす堆積年代や継続時
間の影響の把握

・火山灰質土の液状化の発生に及ぼす各種
要因の把握

○多様な耐震性能に基づく限界
状態の提示

・これまでに得られた実験データ等の分析に
基づき、性能目標に応じた多様な限界状態の
設定法とその評価法の検討を行う。

・性能目標に応じた多様な限界状態の設定
法の案の提示

○耐震性能の検証法と耐震設計
法の開発

・24 年度に作成した地盤変状箇所の地質モ
デルを基に数値解析モデルを構築して解析
を行い、数値解析による評価手法の検討と
問題点等の抽出を行う。また、道路橋下部
構造と斜面崩壊形態の関係に関する解析的
検討を行う。

・24 年度までに提案した震力係数を基に、
簡易耐震性能照査方法の検討を行う。堤体
物性のばらつきが地震時変形に与える影響
の検討のため、締固め度などを変化させた
フィルダム築堤材料の室内試験を実施する。

・既設再開発ダム等における実測挙動やダム
コンクリートの動的強度・破壊特性を踏ま
え、大規模地震時における再開発ダムの損
傷形態や挙動の推定方法の検討を実施する。

・CSG(Cemented Sand and Gravel) の動
的強度・破壊特性を試験結果等から分析す
るとともに、その結果を踏まえ、大規模地
震時における台形 CSG ダムの損傷形態や
挙動の推定方法の検討を実施する。

・既存地質調査データを基に、液状化判定用
の地盤モデルを試作し、調査データの質と
量によるモデルの精度検証を行う。

・数値解析による地盤変状の評価手法の問
題点等の抽出

・道路橋下部構造と斜面崩壊形態の関係に
関する傾向の整理

・大規模地震時におけるフィルダムの簡易
耐震性能照査方法の案の作成

・大規模地震時における再開発ダムの損傷
形態や挙動の推定方法の案の作成

・大規模地震時における台形 CSG ダムの
損傷形態や挙動の推定方法の案の作成

・調査データの量と質に応じた液状化判定
用の地盤モデル精度の把握

4．雪氷災害の減災技術に関する研究

中期目標期間中の研究成果 平成 25 年度の主な実施内容 平成 25 年度の主な成果

○気候変化に伴う冬期気象の変
化・特徴の解明

・気候モデルの将来予測値等を用いた将来の
雪氷気候値（吹雪量や視程障害発生頻度、
積算寒度など）の推定方法を検討し、これ
らの分布図を作成する。

・将来の雪氷気候値の分布図の作成

○吹雪・視程障害の予測及び危
険度評価等の対策技術の開発

・風速や気温等の履歴データを用いた吹雪発
生判別フローの策定により、吹雪時の視程
の演算手法の改良を行う。

・吹雪障害の発生に影響を及ぼす要因につい
て、連続的な区間において移動気象観測を
行う。

・風速や気温等の履歴データを用いた吹雪
発生判別フローの策定

・連続的な区間における吹雪障害発生影響
要因の抽出と影響度の把握

○冬期の降雨等に伴う雪崩災害
の危険度評価技術の開発

・過去の湿雪雪崩の事例調査を引き続き行い、
気温上昇や降雨による湿雪雪崩発生の気象
条件を検討する。

・融雪水や降水を含んだ積雪の帯水層と水み
ちの調査を野外斜面で行う。

・気温上昇や降雨による湿雪雪崩発生の気
象条件の解明

・斜面における積雪の帯水層と水みちの形
成状況の把握
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参考資料－ 3　年度計画別表（25 年度に実施する研究）

○低炭素型建設技術の開発と性
能評価技術の提案

・低炭素型結合材を用いたコンクリートの暴
露供試体の解体調査を行い､ 実環境下での
耐久性について検討する。

・低炭素化を実現する新たな技術の性能評価
に向けた検討を行う。

・低炭素舗装技術および舗装リサイクル技術
について、寒冷環境下での適用性を評価す
る。

・低炭素型結合材を用いたコンクリートの
耐久性の把握

・新たな低炭素舗装技術の性能評価方法の
提案

・積雪寒冷地における低炭素舗装技術およ
び舗装リサイクル技術の適用性の把握

○低環境負荷型の地域資材・建
設発生土利用技術の提案

・自然由来重金属等に対する吸着層工法の設
計の基礎資料を得るため、土質条件を変え
た不飽和浸透実験を実施するとともに、屋
外カラム試験および現地発生土の吸着性能
に関する検討を実施する。

・吸着層工法に用いる吸着層母材の粒径範
囲、および吸着資材として用いることが
できる現地発生土の条件の把握

○環境への影響評価技術の提案 ・新たな低炭素技術のライフサイクル CO2 の
試算範囲に関する検討を行う。

・低炭素舗装技術に関する CO2 排出原単位
の検討を行う。

・重金属等含有発生土の発生源評価手法の検
討のため、曝露試験等の結果を蓄積すると
ともに、新たに開発した人工降雨曝露試験
の試験条件の検討や、酸性水発生条件に関
する室内試験と数値解析の比較検討を行う。

・物質の地盤中での移行特性に関する室内試
験、現地モニタリングや数値解析を行う。

・新たな低炭素舗装技術の舗装工種や試算
範囲の把握

・低炭素舗装技術に関する CO2 排出原単
位案の作成

・曝露試験結果に基づく発生源評価手法に
関して、土木研究所資料としてとりまと
め、および酸性水発生条件の把握

・室内試験や現地モニタリング結果をもと
にした、地盤中の物質移行特性に与える
要因の把握

8．河川生態系の保全・再生のための効果的な河道設計・河道管理技術の開発

中期目標期間中の研究成果 平成 25 年度の主な実施内容 平成 25 年度の主な成果

○河道掘削等の物理環境変化が
生物の生息生育環境に与える
影響の解明

・閉鎖性汽水域で底質性状、濁質動態、栄養
塩類等を現地観測し、これらの関係、推定
手法を検討する。

・汽水域河道の底質、濁質と塩分挙動、水理
状況を現地調査で把握する。

・イシガイ類と魚類それぞれからみた流程別
の氾濫原評価指標を検討する。

・高水敷掘削後に形成された氾濫原環境の劣
化プロセスを検討する。

・イシガイ類と魚類からみた再生すべき氾濫
原水域の量や形状を検討する。

・掘削手法を実河川に反映させ、事後評価の
ための事前データを取得する。

・閉鎖性汽水域における底質巻上げ、濁質
拡散状況の ADCP 等による観測、推定
手法の開発

・汽水域河道形状、塩分挙動と底質、濁質
の関係評価

・イシガイ類・魚類の指標を統合した流程
別の氾濫原評価手法の提案

・劣化プロセスを踏まえた、河道内におけ
る掘削（再生）適正箇所の選出基準の作
成

・生物生息場として機能する氾濫原水域の
量、サイズ、水深に基づいた具体的な掘
削手法の提示

・上記成果を踏まえた掘削箇所や掘削手法
の提案および適用箇所における現況の把
握

○河川生態系の保全・再生のた
めの物理環境等を指標とする
河川環境評価技術の提案

・既往知見や過去の調査データを用いて、河川
生態系と物理環境の関連性を評価し、指標と
なる物理環境項目について検討を行い、実河
川にて検証する。

・既存データから物理環境項目を再現する解析
技術を検討する。

・河川生態系に関連する物理環境を対象と
した河川環境評価手法の抽出

・水域の瀬淵、陸域の冠水状況を簡易に推
定する技術の開発







278 279

参考資料－ 3　年度計画別表（25 年度に実施する研究）

・既往のトンネル点検データの分析等を通じ
て、道路管理者に要求されるトンネルの管
理水準を設定するために必要となる技術項
目の検討を行うとともに、管理水準に応じ
たトンネル点検の項目や頻度・点検手法の
検討を行う。

・劣化損傷の生じた既設橋梁部材の損傷調査
を行うとともに各種の調査手法の適用性を
確認する。

・トンネルの重要度等に応じた管理水準設
定のための技術項目および点検手法の評
価

・管理水準に応じた構造物の調査・点検手
法の確立に必要な、各種調査手法の適用
性と実橋梁部材の損傷に関するデータの
収集・蓄積

○構造物の健全度・安全性に関
する診断・評価技術の確立

・補強土壁の安定性に影響を及ぼす盛土材の
ゆるみを再現した実証実験により、劣化の
進行過程、限界状態を明確化し、変状が生
じた補強土壁の保有性能の把握を行う。各
種健全度評価に資するパラメータの調査手
法の適用性について確認する。

・ダム堤体の健全性評価のための診断手法に
ついて、実測挙動分析、数値解析および安
全性への影響度を踏まえて検討する。

・既設舗装の構造的健全度について非破壊試
験結果を新たな手法によって評価し、その
妥当性を確認する

・模型実験や実大実験等による検討および実
トンネル等を用いて、トンネルが致命的な
損傷に至る可能性を内含するかどうかを簡
易に診断できる手法に関して検討を行う。

・劣化損傷の生じた既設橋梁部材の耐荷力試
験および材料調査を行い、耐荷力評価手法
について検討する。

・変状が生じた補強土壁の保有性能の把握
・健全度評価に資するパラメータの調査手

法の提案

・ダムで想定される劣化・損傷について、
その安全性に及ぼす影響度を踏まえた健
全度・安全性の評価方法の提案

・実大供試体の繰り返し載荷実験中に非破
壊試験を実施し、構造的健全度の新たな
評価方法の適用性を評価

・トンネルの安全状態を簡易に診断する手
法の適用性の評価

・構造物の健全度・安全性に関する診断・
評価技術の確立に必要な基礎データの収
集・蓄積と耐荷力評価手法の開発

○構造物の多様な管理水準 ･ 構
造条件 ･ 損傷状態に応じた効
率的な補修 ･ 補強技術の確立

・コンクリート構造物の補修対策工法の修復
実態や不具合事例の整理、環境等の違いに
よる材料特性・施工性・耐久性等に関する
室内試験および暴露試験を行う。

・繰り返し載荷実験により舗装の破壊を再現
し、その損傷過程を明らかにする。

・生活道路における簡略的な維持補修技術の
妥当性を確認する。

・実 PC 橋に試験設置した簡易排水装置の経
過観察および改良を行う。

・既設道路橋排水装置の継手の構造性能に関
する試験を行う。

・実構造により近い PC 橋桁端部の供試体を
用いて、応力状態と破壊限界に関する実験
的検討を追加する。

・実橋において試験施工した当て板補強の経
過観察を行うとともに、水平荷重に対する
耐荷性能について実験的検討を行う。

・補修システムの要求性能等に関する共通
事項の提案、および環境等の違いによる
材料特性などの基本性能の確認

・実大供試体の繰り返し載荷実験や路面性
状データの分析を通じた舗装の破壊形態
等の検証

・舗装走行実験場等で簡略的な維持補修技
術を適用し、その追跡調査を通じた効果
検証

・コンクリート橋に用いる簡易排水装置の
提案

・PC ダクトと周囲の削孔が PC 橋桁端部
の応力分布に及ぼす影響の確認

・鋼桁端部の腐食に対する応急復旧方法の
提案
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○コンクリート構造物、橋梁及
び土工構造物の耐久性向上技
術の開発

・出来上がりコンクリートの品質検査技術、
ならびにコンクリート構造物の耐久性に影
響するコンクリートの配合や打設作業の留
意点、寒冷地での養生条件について、実施
工を模擬した実験等により検討を行う。

・構造物の凍害の進行性および塩分浸透性を
評価するため、凍害危険度と凍結防止剤散
布量が異なる地区の道路橋下部において調
査を行う。また、凍害の進行性に及ぼす夏
期の乾湿、乾燥の影響を把握するための実
験を行い、予測法を検討する。

・鋼橋塗装の性能評価に関して、現行の試験・
評価方法をベースとして各種塗料・塗装系
の性能評価試験を引き続き行い、現行法の
妥当性の検証と性能基準値に関する検討を
行う。必要に応じて、試験・評価方法の改
良に関する検討も行う。

・大規模土工を想定した盛土の冬期試験施工
を行い、施工期間の違いによる盛土の凍結
が締固めに与える影響を把握する。

・コンクリートの表面に現れた砂すじ、豆
板が耐久性に与える影響程度の評価

・耐久性を確保するための寒冷地での適切
な養生方法に関する検討結果の整理

・透気試験、表面吸水試験の実構造物への
適用に向けた留意点の整理

・道路橋下部における凍害の程度、塩化物
イオン量と凍害危険度、凍結防止剤の散
布量との関係の把握

・凍害の進行性、塩化物イオンの浸透性に
及ぼす凍結融解と乾湿、乾燥の複合作用
の影響の把握

・現行の試験・評価方法による塗料・塗装
系の性能の把握

・現行の試験・評価方法の評価

・冬期土工の施工期間の違いによる盛土の
締固め効果に関するデータの取得

16．寒冷地域における冬期道路のパフォーマンス向上技術に関する研究

中期目標期間中の研究成果 平成 25 年度の主な実施内容 平成 25 年度の主な成果

○冬期道路管理の効率性、的確
性向上技術の開発

・道路管理者と連携した冬期路面すべり抵抗
モニタリングを実施し、冬期路面状態の出
現特性と気象や道路構造等との関係性の分
析およびすべり特性診断技術の検討を行う。

・舗装種類毎の凍結防止剤散布試験、熱水混
合散布などの散布剤や散布技術の改良に関
する試験道路および現道での散布試験、散
布機械の改良のための機能要件の整理を行
う。

・除雪機械の位置・作業情報を可視化し、除
雪作業と気象との関係性について分析を行
う。

・調査対象路線における冬期路面状態の出
現特性および気象、道路構造等との関係
を評価

・舗装種類毎の凍結防止剤散布効果および
散布剤や散布技術の改良による散布効果
の評価定量的把握

・散布機械の技術改良に向けた機能要件の
整理

・除雪作業の効率性の分析・評価技術の整
理

○冬期交通事故に有効な対策技
術の開発

・高速道路用ワイヤーロープ式防護柵の施工・
維持管理技術の開発、導入効果の測定を行う。

・一般道路中央分離帯および路肩用ワイヤー
ロープ式防護柵の仕様検討、施工および維持
管理技術の開発に関する検討を行う。

・北海道内の国道における工作物衝突事故の対
策技術の検討とケーススタディを行う。

・各種の現場条件に対応した高速道路用ワ
イヤーロープ式防護柵の施工・維持管理
技術の提案

・一般道路中央分離帯用ワイヤーロープ式
防護柵の仕様の提案

・工作物衝突事故の対策箇所における対策
技術の評価

○冬期歩道の安全性・信頼性向
上技術の開発

・積雪期の歩道における道路形状や管理手法
とすべり抵抗性の関連に関する試験を行う。

・歩道部の冬期路面処理機械に関する適応性
試験を行う。

・積雪期の歩道における道路形状や管理手
法とすべり抵抗性の関連の把握

・歩道部の冬期路面処理機械に関する機能
要件の整理
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別表－2　25年度に実施する重点研究

1．激甚化・多様化する自然災害の防止、軽減、早期復旧に関する研究

項目名 平成 25 年度の実施内容

洪水災害に対する地域防災力評価手法に関
する研究

　これまでに行ってきた文献調査、質問項目の検討、多言語質問紙の作成、現
地調査、台風委員会報告書・学会論文の執筆、さらにはウェブ上の自己判断サ
イトの構築などの成果をホームページ上で公開するとともに、地域防災力向上
のための評価マニュアルのとりまとめを行う。

集中豪雨等による洪水発生形態の変化が河
床抵抗及び治水安全度にもたらす影響と対
策に関する研究

　春季融雪出水から冬季結氷期にわたり出水時の観測を行い、河床形状の変遷
を調査する。出水時の観測データから、河床形態の変遷と水理量の時系列変化
を整理し、鉛直 2 次元モデルの検証を行う。

積雪・融雪状況に適応した寒冷地ダムの流
水管理に関する研究

　リモートセンシング技術等を活用した積雪・融雪調査手法を開発する。メッ
シュ積雪深等から積雪包蔵水量を推定し、積雪・融雪の長期トレンド解析、流
出モデルとの組み合わせから、ダム流水管理のための融雪流量推定手法を検討
する。

初生地すべりの変動計測システムと危険度
評価技術の開発

　レーザプロファイラ等から初生地すべりの地形的特性について抽出を行い、
危険度評価について検討を行う。また、初生地すべり危険斜面での変動計測を
通じて、変動計測システムの検討を行う。

土石流危険渓流が集中する山地流域におけ
る土砂流による被害範囲推定手法の開発

　斜面崩壊に起因する土石流の流動化の判定および山地小河道への土砂流入量
を推定する手法を検討する。

ゆるみ岩盤の安定性評価法の開発 　ゆるみ岩盤事例の数値解析モデル化検討において抽出された以下の課題につ
いて検討する。
　①劣化進行に係る地震等の影響評価
　②掘削による応力解放と対策工の効果評価方法
　③調査・試験結果に基づく解析物性値設定方法

火山灰地盤における構造物基礎の耐震性評
価に関する研究

　24 年度に引き続き、遠心力模型実験により、火山灰質地盤の液状化に伴う
杭基礎の地盤反力特性の検討を行う。また、実験結果に基づく杭基礎の地震時
保有耐力の評価・検討を行う。

泥炭性軟弱地盤における既設構造物基礎の
耐震補強技術に関する研究

　主に泥炭性軟弱地盤を対象に、既設杭基礎に固結工法の複合地盤を形成する
耐震補強技術（コンポジットパイル工法）について、振動台加振実験および数
値解析を実施し、大規模地震に対する合理的耐震補強技術の確立に向けた検証
を行う。

河川結氷災害の現象の解明及び災害対策技
術の開発

　河道条件に対応したアイスジャム発生機構を解明するため、現地観測と水理
実験を行う。観測や実験で得られた結果を用いて計算モデルを構築し、アイス
ジャム対策について検討する。

津波による流氷群の陸上来襲に備えた沿岸
防災に関する研究

　海氷の漂流シミュレーションモデル、および氷塊の構造物への衝突破壊シミュ
レーションモデルの精度向上を図る。また、水理模型実験により、氷板存在時
の津波力に関する基本特性を調べる。

ライフサイクルに応じた防雪林の効果的な
育成・管理手法に関する研究

　防雪林の生育基盤や樹木の生育状況に関する現地調査結果を基に、生育不良
の要因や造成時の生育基盤の規格等を検討する。また、実物林での観測や模型
林による風洞試験を行い、樹木密度等と防雪 ･ 防風機能との関係を検討する。

河床変動の影響を考慮した設置型流速計に
よる洪水流量観測手法に関する研究

　河川流量の自動計測を目的として、河床変動を自動計測する技術の開発を継
続する。音響測深機を設置して洪水中の河床変動の無人観測を行うとともに他
の観測と比較することで、同観測結果の妥当性、代表性を検討する。

泥炭地盤の変形特性を考慮した土構造物の
耐震性能照査に関する研究

　室内試験および現場調査により、泥炭地盤の動的変形特性の評価法を検討す
る。また、遠心力模型実験により、盛土の物性および地下水位による盛土の液
状化への影響を把握するとともに、耐震補強技術に関する検討を行う。

越水等による破堤の被害軽減技術に関する
研究

　破堤口拡幅、堤体崩壊等の現象進行を抑制する技術について、模型実験によ
り検討を行う。また、千代田実験水路における実スケールの実験について結果
を取りまとめ、抑制工の効果を検討する。

既設落石防護構造物の補修・補強技術に関
する研究

　落石防護構造物の劣化損傷部材や補修補強部材に関して衝撃実験および数値
解析により検討するとともに、合理的な補修補強法に関する検討を行う。
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水環境中における未規制化学物質の挙動と
生態影響の解明

　24 年度で対象とした未規制化学物質に加え、新たに未規制化学物質 15 物
質程度を選定し、河川水中の存在実態の調査と環境中挙動に係るパラメータの
収集を行う。また、調査により得られた知見を用いて、対象とした化学物質の
環境リスク初期評価を試みる。

積雪寒冷地域における土丹河床の浸食過程
と河川構造物等の影響に関する研究

　岩質による風化特性に関する調査を行うとともに、北海道内の軟岩河床の調
査、軟岩試料の採取・試験を行う。これにより、軟岩河床区間のマッピング化
とともに、浸食速度と力学特性の関連性を検討する。また、軟岩河床低下対策
について検討する。

水質対策工の長期的な機能維持に関する研
究

　沈砂域と植生域を有し、自然の機能を利用した水質浄化池において水質調査
と堆積土砂量調査を実施し機能評価するとともに、施設間の機能差の因子を検
討する。

4．社会資本ストックの戦略的な維持管理に関する研究

項目名 平成 25 年度の実施内容

塩害橋の予防保全に向けた診断手法の高度
化に関する研究

　海中に建設された橋脚を対象として、海面付近に発生しやすい塩害の特徴を
調査する。上部構造の付着塩分量の計測を継続するとともに、コアによる塩分
含有量調査を行い、周囲の地形や気象との関係を解明するとともに、付着塩分
がコンクリート内部に浸透に関する現象について供試体を用いて調査する。

既設鋼道路橋における疲労損傷の調査・診
断・対策技術に関する研究

　鋼 I 桁橋および鋼床版橋における対応の優先順位の高い疲労損傷に対して、
事例の調査・分析を行うとともに、対策検討を行うための解析、疲労試験を行い、
診断・対策手法の提案を行う。

非破壊検査技術の道路橋への適用性に関す
る調査

　コンクリート中に埋め込まれた鋼部材の腐食状況を計測するための超音波探
傷法の提案を行う。また、共鳴振動法の適用方法の検討を行い、適用性を把握
する。

積雪寒冷地における河川用機械設備の維持
管理手法に関する研究

　河川用機械設備の老朽化や積雪寒冷地特有の諸問題に対応するため、各種設
備の現況調査を継続して行い、点検、劣化要因の簡易解析手法と効率的な維持
管理手法の提案に向けた検討を行う。

積雪寒冷地における道路舗装の予防保全に
関する研究

　道路の損傷、劣化を未然に診断し舗装の長寿命化を図る予防的対策手法を提
案するため、各種道路診断技術の適用性や予防的対策工法の効果を確認する試
験、検討を行う。

積雪寒冷地に対応した橋梁点検評価等維持
管理技術に関する研究

　現地調査結果等より、コンクリート系床版の劣化損傷メカニズムを分析する。
また、打音検査手法を開発するため、打音調査によるデータ収集と分析法の検
討を行う。

盛土施工の効率化と品質管理向上技術に関
する研究

　種々の土質を用いた各種力学試験から締固め度等と盛土材料の力学特性の関
係を把握し、盛土の性能に応じた施工管理基準を検討する。
　各種施工機械による転圧回数試験を実施し、施工機械による締固め特性の把
握と、現行の品質管理方法として広く用いられている締固め度の代替指標の提
案を行う。
　軟弱地盤上の盛土における盛土材の液状化現象を模擬した模型実験を実施し、
各種対策工の効果について、盛土の挙動の計測から確認する。

積雪寒冷地における既設 RC 床版の損傷対
策技術に関する研究

　部分打換を施した RC 床版の寒冷条件下での耐久性について実験検証を行う。
また、上面補修を同時に行う場合の耐久性について実験検証し、施工方法等の
検討を行う。

氷海の海象予測と沿岸構造物の安全性評価
に関する研究

　波高増大や水位変化が沿岸施設へ与える影響を水理模型実験により調べると
ともに、気候変化の将来シナリオに対して、沿岸各施設（防波堤、海岸道路など）
の安全性を評価し、沿岸施設の今後の維持管理の考え方を提案する。

積雪寒冷地における鋼橋の延命化技術の開
発

　防食機能の劣化要因の測定手法や機能保全のための対策工を検討する。耐候
性鋼橋の健全度評価表の検証を行う。鋼床版部材の亀裂進展機構に関して実験
的に検討するとともに、亀裂進展の遅延効果の検証を行う。

繊維シートによる RC 床版の補強設計法に
関する研究

　炭素繊維シート補強された RC 床版供試体の輪荷重走行試験を行い、疲労損
傷過程におけるシートの役割を調査する。また、小型供試体による繊維シート
補強の定着部の性能評価法について検討する。
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参考資料－ 6　25 年度に発刊した土木研究所刊行物

参考資料６－②　共同研究報告書

資料種別 整理番号 刊行年 月 題　　　　名

共同研究報告書 452 2013 3
鋼床版デッキプレート進展き裂の調査のための超音波探傷法に関する共
同研究報告書

共同研究報告書 453 2013 5
地すべり地における地下水排水ボーリング工の排水性能調査　共同研究
報告書

共同研究報告書 454 2013 3
技術試験衛星Ⅷ型（ETS- Ⅷ）を用いた災害対応センサデータの伝送実
験に関する共同研究報告書

共同研究報告書 455 2014 3
骨材資源を有効活用した舗装用コンクリートの耐久性確保に関する共同
研究報告書　Ⅰ 各種粗骨材の舗装コンクリートへの適用性　(1) 骨材試
験、コンクリートの配合および強度試験

共同研究報告書 456 2013 6
腐食劣化の生じた橋梁部材の耐荷性能評価手法に関する共同研究報告書
－腐食劣化の生じた鋼トラス橋を活用した臨床研究報告書－
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資料種別 整理番号 刊行年 月 題　　　　名（報文として掲載されたもの）

寒地土木研究所月報 719 2013 4
・初代十勝大橋コンクリートの長期耐久性試験
・凍・塩害が壁高欄の耐荷性能に及ぼす影響の基礎的研究

寒地土木研究所月報 720 2013 5
・1/2 縮尺 RC 製落石覆道模型の耐衝撃挙動に関する数値解析的検討
・性能規定に基づく寒冷地トンネル覆工の劣化予測のためのマルコフ遷

移確率行列の同定

寒地土木研究所月報 721 2013 6 ・低水路河岸の平面形状に誘発された蛇行発達

寒地土木研究所月報 722 2013 7
・航空レーザ測量を活用した森林外の積雪分布とダム流域の積雪包蔵水

量の推定

寒地土木研究所月報 723 2013 8 ・天塩川における結氷初期と解氷期に関する現地観測

寒地土木研究所月報 724 2013 9
・FRP を用いた道路橋歩道拡幅構造の耐荷性能について
・河川管理施設に対する津波外力評価手法の開発とその活用について

寒地土木研究所月報 725 2013 10
・ドライバーの運転行動解析によるラウンドアバウトの冬期安全性の検

証

寒地土木研究所月報 726 2013 11 ・拡縮蛇行河川における強制砂州の数値実験

寒地土木研究所月報 727 2013 12
・寒冷環境下におけるコンクリートの塩化物イオン浸透予測技術に関す

る研究
・凍結防止剤散布後の路面すべり抵抗値の推定に関する研究

寒地土木研究所月報 728 2014 1 ・北海道東部の草地周縁に整備された緩衝林帯の土壌環境と樹木の生育

寒地土木研究所月報 729 2014 2

・非線形有限要素解析による凍害を受けた RC はり部材の構造性能の評
価

・火山灰の反応性と火山灰を用いたコンクリートの特性
・粗面系舗装の凍結路面における性状を踏まえた凍結防止剤散布効果に

関する研究

寒地土木研究所月報 730 2014 3
・留萌川下流部河床形状の季節的変動に関する観測調査
・融雪期に発生する舗装のポットホールの実態と発生メカニズムの検討
・流域の平均標高が気候変動による融雪の早期化に与える影響

参考資料６－③　寒地土木研究所月報
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参考資料－7　独立行政法人土木研究所が達成すべき業務運営に関する目標（中期目標）

　①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応
　�　現下の社会的要請に的確に応えるため、研究所の行う研究開発のうち、以下の各項に示す目標について、
国が実施する関連行政施策の立案や技術基準の策定等に反映しうる成果を早期に得ることを目指す研究開
発を重点的研究開発として位置付け、重点的かつ集中的に実施すること。
　�　また、重点的研究開発の実施に際しては、北海道総合開発計画及び食料・農業・農村基本計画等を踏まえ、
総合的な北海道開発を推進するため、積雪寒冷に適応した社会資本や食料基盤の整備に必要な研究開発に
ついても、重点的かつ集中的に実施すること。
　�　その際、本中期目標期間中の研究所の総研究費（外部資金等を除く。）の概ね 75％を充当することを目
途とする等、当該研究開発が的確に推進しうる環境を整え、明確な成果を上げること。
　�　なお、中期目標期間中に、社会的要請の変化等により、以下の各項に示す目標に対応する研究開発以外
に新たに重点的かつ集中的に対応する必要があると認められる課題が発生した場合には、当該課題に対応
する研究開発についても、機動的に実施すること。

　　ア）安全・安心な社会の実現
　　�　地震・津波・噴火・風水害・土砂災害・雪氷災害等による被害の防止・軽減・早期回復を図るために
必要な研究開発を行うこと。

　　イ）グリーンイノベーションによる持続可能な社会の実現
　　�　バイオマス等の再生可能なエネルギーの活用や資源の循環利用等、低炭素・低環境負荷型社会を実現
するために必要な研究開発を行うこと。

　　�　また、自然環境の保全・再生や健全な水循環の維持、食の供給力強化のための北海道の生産基盤づく
り等、人と自然が共生する持続可能な社会を実現するために必要な研究開発を行うこと。

　　ウ）社会資本の戦略的な維持管理・長寿命化
　　�　社会インフラの老朽化、厳しい財政状況等を踏まえ、社会インフラの効率的な維持管理に必要な研究
開発を行うこと。

　　�　また、材料技術等の進展を踏まえ、社会資本の本来の機能を増進するとともに、社会的最適化、長寿
命化を推進するために必要な研究開発を行うこと。

　　エ）土木技術による国際貢献
　　�　アジアそして世界への技術普及など、国際展開・途上国支援・国際貢献を推進するために必要な研究
開発を行うこと。

　②基盤的な研究開発の計画的な推進
　�　国が将来実施する関連行政施策の立案や技術基準の策定等を見据え、我が国の土木技術の着実な高度化
や良質な社会資本の整備及び北海道の開発の推進の課題解決に必要となる基礎的・先導的な研究開発を計
画的に進めること。その際、長期的視点も含めて、国内外の社会的要請の変化、多様な科学技術分野の要
素技術の進展、産学官各々の特性に配慮した有機的な連携等に留意しつつ、基礎的・先導的な研究開発を
積極的に実施すること。

（2）研究開発を効率的・効果的に進めるための措置

　①他の研究機関等との連携等
　�　研究開発テーマの特性に応じ、国内外の公的研究機関、大学、民間研究機関等との適切な役割分担のも
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とで、他分野との協調も含めた幅広い視点にたって、研究開発の効率的かつ効果的な連携を推進するもの
とする。その際、共同研究、人事交流等を効果的に実施し、より高度な研究開発の実現と成果の汎用性の
向上に努めること。

　②研究評価の的確な実施
　�　研究開発の実施にあたっては、評価を実施し、評価結果を課題の選定・実施に適切に反映させること。
その際、他の研究機関との重複排除を図り、研究所が真に担うべき研究開発に取り組むとの観点から、関
連研究機関の研究内容等を事前に把握するとともに、研究開発の事前、中間、事後の評価において、外部
からの検証が可能となるよう第三委員会による評価を行う等の所要の措置を講じること。また、成果をよ
り確実に社会・国民に還元させる視点で追跡評価を導入すること。

　③競争的研究資金等の積極的獲得
　�　競争的研究資金等外部資金の積極的獲得に取り組むことにより、研究所のポテンシャル及び研究者の能
力の向上を図るとともに、自己収入の確保に努めること。

（3）技術の指導及び成果の普及
　①技術の指導
　�　独立行政法人土木研究所法第 15 条により国土交通大臣の指示があった場合の他、災害その他の技術的
課題の対応のため、外部からの要請に基づき、又は研究所の自主的判断により、職員を国や地方公共団体
等に派遣し所要の対応に当たらせる等、技術指導を積極的に展開すること。

　②成果の普及
　�　（1）①の重点的研究開発の成果の他、（1）②の基盤的な研究開発等を通じて得られた重要な成果につい
ては、国が実施する関連行政施策の立案や技術基準の策定等の業務に容易に活用しうる形態によりとりま
とめること。
　�　また、成果の効果的な普及のため、国際会議も含め関係学会での報告、内外学術誌での論文掲載、成果
発表会、メディアへの発表を通じて技術者のみならず広く国民への情報発信を行い、外部からの評価を積
極的に受けること。併せて、成果の電子データベース化やインターネットの活用により研究開発の状況、
成果を広く提供すること。

　③知的財産の活用促進
　�　成果に関する知的財産権は、保有する目的を明確にして、必要な権利の確実な取得や登録・保有コスト
の削減等により適切な維持管理を図るとともに、普及活動に取り組み活用促進を図ること。

（4）土木技術を活かした国際貢献

　①土木技術による国際貢献
　�　我が国特有の自然条件や地理的条件等の下で培った土木技術を活用し、産学官各々の特性を活かした有
機的な連携を図りつつ、世界各地の状況に即して、成果の国際的な普及や規格の国際標準化への支援等を
行うことにより、アジアをはじめとした世界への貢献に努めること。

　②水災害・リスクマネジメント国際センター（ICHARM）による国際貢献
　�　水関連災害とその危機管理に関しては、水災害・リスクマネジメント国際センターを中心に国際的な活
動を積極的に行い、国際貢献に努めること。
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（5）技術力の向上、技術の継承及び新技術の活用促進への貢献
　国土交通省等における技術力の向上及び適切な技術の継承に貢献すること。また、国土交通省の公共工事
等における新技術の活用促進の取組に積極的に貢献すること。
　事業実施における技術的課題の解決のため、国土交通本省、地方整備局及び北海道開発局等からの委託を
受けて研究開発を確実に実施すること。

3．業務運営の効率化に関する事項
　研究所の業務の運営に際しては、以下の各事項に関し具体的措置を講ずることにより、効率化を図ること。

（1）効率的な組織運営
　研究ニーズの高度化、多様化等の変化への機動的な対応や業務運営の効率化の観点から、効率的な運営体
制の確保を図るとともに、管理部門の簡素化に努めること。また、寒地技術推進室について集約化すること。

（2）業務運営全体の効率化
　研究開発業務その他の業務全体を通じて、引き続き情報化・電子化を進めるとともに外部への委託が可能
な業務のアウトソーシング化を行うことにより、高度な研究の推進が可能な環境を確保すること。
　内部統制については、更に充実・強化を図ること。
　対価を徴収する業務については、受益者の負担を適切なものとする観点から、その算定基準を適切に設定
すること。
　寄附金については、受け入れの拡大に努めること。
　特に、運営費交付金を充当して行う業務については、所要額計上経費及び特殊要因を除き、以下のとおり
とすること。
　一般管理費のうち業務運営の効率化に係る額について、前中期目標期間の最終年度（平成 22 年度）予算
額に対し、本中期目標期間の最終年度（平成 27 年度）までに 15％に相当する額を削減すること。また、経
費節減の余地がないか自己評価を厳格に行った上で、適切な見直しを行うこと。
　業務経費のうち業務運営の効率化に係る額について、前中期目標期間の最終年度予算額に対し、本中期目
標期間の最終年度までに 5％に相当する額を削減すること。
　契約については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成 21 年 11 月 17 日閣議決定）
に基づく取組を着実に実施すること等により、契約の適正化を推進し、業務運営の効率化を図ること。また、
透明性の確保を追求し、情報提供の在り方を検討すること。

4．財務内容の改善に関する事項
　運営費交付金等を充当して行う業務については、「3．業務運営の効率化に関する事項」等で定めた事項に
ついて配慮した中期計画の予算を作成し、当該予算による運営を行うこと。
　なお、保有資産の必要性について不断に見直しを行うとともに、見直し結果を踏まえて、研究所が保有し
続ける必要がないものについては、支障のない限り、国への返納を行うこと。
　別海実験場、湧別実験場及び朝霧環境材料観測施設（一部）については、平成 23 年度中に国庫納付すること。

5．その他業務運営に関する重要事項等
（1）施設及び設備に関する計画
　研究所が保有する施設、設備については、研究所の業務に支障のない範囲で、外部の研究機関の利用及び
大学・民間企業等との共同利用の促進を図ること。その際、受益者負担の適正化と自己収入の確保に努める
こと。



336 337

参考資料－7　独立行政法人土木研究所が達成すべき業務運営に関する目標（中期目標）

　また、業務の確実な遂行のため計画的な整備・更新等を行うとともに、所要の機能を長期にわたり発揮し
うるよう、適切な維持管理に努めること。
　なお、保有資産の必要性について不断に見直しを行うこと。

（2）人事に関する事項
　高度な研究業務の推進のため、必要な人材の確保を図るとともに、人員の適正配置により業務運営の効率
化を図ること。
　また、良質な社会資本の効率的な整備及び北海道開発の推進に貢献するという使命を果たすため、行政と
の人事交流を的確に行うこと。
　さらに、人事評価システムにより、職員個々に対する評価を行い、職員の意欲向上を促し、能力の最大限
の活用等を図ること。
　給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与の在り方について厳し
く検証した上で、目標水準・目標期限を設定してその適正化に計画的に取り組むとともに、その検証結果や
取組状況を公表すること。
　また、総人件費（退職手当等を除く。）についても、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推
進に関する法律」（平成 18 年法律第 47 号）に基づく平成 18 年度から 5年間で 5％以上を基本とする削減等
の人件費に係る取組を平成 23 年度においても引き続き着実に実施するとともに、政府における総人件費削
減の取組を踏まえ、厳しく見直すこと。

（3）その他
　国土交通省所管の独立行政法人及び関連する研究機関の業務の在り方の検討については、今後の独立行政
法人全体の見直しの議論等を通じ、適切に対応すること。








